
第 69号 議 案

令和 4年度長崎県一般会計補正予算 (第 3号 )

令和 4年度長崎県一般会計補正予算 (第 3号)は、次に定めるところによる。

(歳入歳出予算の補正)

第 1条 歳入歳出予算の総額に歳入歳出それぞれ62,683,222千円を追加し、歳入歳出予算の総額を歳入歳出それ
ぞれ751,009,612千 円とする。

2 歳入歳出予算の補正の款項の区分及び当該区分ごとの金額並びに補正後の歳入歳出予算の金額は、「第 1表

歳入歳出予算補正」による。

(繰越明許費)

第 2条 地方自治法 (昭和22年法律第67号)第 213条第 1項の規定により、翌年度に繰り越して使用することが

できる経費は、「第 2表繰越明許費」による。

(債務負担行為の補正)

第 3条 債務負担行為の追加は、「第 3表債務負担行為補正 (その 1)」 イこよる。
2 債務負担行為の変更は、「第 3表債務負担行為補正 (その 2)」 イこよる。
(地方債の補正)

第 4条 地方債の変更は、「第 4表地方債補正」による。

令 和 4年 6月 6日 提 出

長 崎 県 知 事  大  石  賢  吾



第 1表 歳入歳出予算補正
歳 入

款 頂 補正前の額 補 正 額 計

5地方交付税
千円

218,652,932

千
「

5,980,429

千円

224,633,361

1地方交付税 218,652,932 5,980,429 224,633,361

7分担金及び負担金 1,453,066 1,385,670 2,838,736

1分 担 金 178,784 354,359 533,143

2負 担 金 1,274,282 1,031,311 2,305,593

8使用料及び手数料 10,474,720 3,700 10,478,420

1使 用 料 8,306,145 3,700 8,309,845

9国庫支出金 132,466,136 19,275,737 151,741,873

l国庫負担金 59,032,413 11,369,728 70,402,141

2国庫補助金 70,306,521 7,902,163 78,208,684

3委 託 金 3,127,202 3,846 3,131,048

12繰 入 金 18,980,852 7,585,532 26,566,384

2基金繰入金 17,389,914 7,585,532 24,975,446

14諸 収 入 46,160,395 6,089,454 52,249,849

3貸付金元利収入 36,378,043 4,768,417 41,146,460

4受託事業収入 2,393,329 1,008,722 3,402,051

5収益事業収入 2,996,595 54,511 3,051,106

7雑   入 4,169,307 257,804 4,427,111

15県  債 50,029,900 22,362,700 72,392,600
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款 項 補正前の額 補 正 額 計

1県   債
千
「

50,029,900

千円

221362,700

千円

72,392,600

歳 入 合    計 688,326,390 62,683,222 751,009,612
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歳  出

款 ,貞 補正前の額 補 正 額 計

2総 務 費
千円

42,034,038

千に

761,971
十円

42,796,009

1総務管理費 12,184,360 85,861 12,270,221

2企 画 費 17,350,346 669,328 18,019,674

6防 災 費 2,386,948 6,782 2,393,730

3生活福祉費 105,451,935 8,682,734 114,134,669

2老人福祉費 48,335,782 23,088 48,358,870

3児童福祉費 17,221,076 8,491,086 25,712,162

4障害福祉費 17,682,805 15,946 17,698,751

5生活対策費 815,380 152,614 967,994

4環境保健費 45,615,720 1,560,236 47,175,956

1公衆衛生費 20,309,437 93,997 20,403,434

2保健所費 2,007,618 15,906 2,023,524

3医 薬 費 18,556,861 1,296,486 19,853,347

4環境保全費 4,741,804 153,847 4,895,651

5労 働 費 2,820,949 22,774 2,843,723

3失業対策費 848,996 22,774 871,770

6農林水産業費 37,326,764 14,354,852 51,681,616

1農 業 費 11,021,751 788,030 11,809,781

2畜産業費 2,254,757 83,105 2,337,862
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款 項 補正前の額 補 正 額 計

3農 地 費
千
「

5,417,489

千円

3,166,092

千円

8,583,581

4林 業 費 5,430,598 2,860,439 8,291,037

5水産業費 13,202,169 7,457,186 20,659,355

7商 工 費 60,227,536 4,798,063 65,025,599

1商 業 費 605,674 76,470 682,144

2工鉱業費 10,684,394 307,241 10,991,635

3金 融 費 35,110,496 3,947,495 39,057,991

4観 光 費 13,826,972 466,857 14,293,829

8土 木 費 45,819,698 28,232,101 74,051,799

1土木管理費 1,907,187 11,895 1,919,082

2道路橋りよう費 19,868,044 14,078,456 33,946,500

3河川海岸費 12,441,663 8,025,989 20,467,652

4港湾空港費 6,812,255 3,515,505 10,327,760

5都市計画費 2,296,217 1,603,370 3,899,587

6住 宅 費 2,494,332 996,886 3,491,218

9警 察 費 38,282,562 398,078 38,680,640

1警察管理費 35,787,353 218,946 36,006,299

2警察活動費 2,495,209 179,132 2,674,341

10教 育 費 141,531,761 3,872,413 145,404,174

1教育総務費 17,424,935 19,790 17,444,725
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款 頂 補正前の額 補 正 額 計

4高等学校費
十円

27,011,784

十ト

993,329

千円

28,005,I13

5特別支援学校費 10,966,126 14,421 10,980,547

6社会教育費 2.047.235 53,464 2.100,699

8大 学 費 4,207,665 4,900 4,212,565

9私立学校振興費 7,185,693 2,786,509 9,972,202

歳 出 合    計 688,326,390 62,683,222 751,009,612
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第 2表 繰越明許費

款 項 事   業   名 金    額

10教  育  費 79抑７６．

4高 等 学 校 費 79,761

校 舎 等 整 備 費 79,761

△
口 計 79 761
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第 3表 債務負担行為補正 (その 1)

事 項 期 間 限 度 額

跡地活用検討経費 令和 5年度 29

千円

480

長崎健康革命プコジェクト事業費 令和 5年度から
令和 6年度まで

29,824

医療的ケア児支援センター運営事

業費

令和 5年度 8,3H

空港管理費 令和 5年度 5,505
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第 3表 債務負担行為補正 (その 2)

事 頂

補    正 日町 補    正   後

期 間 限 度 額 期 間 限 度 額

農業近代化資金利子補給費 令和 5年度から
令和 26年度まで

千【

令和4年度中
における総額

19億 7千万
円の範囲内の

融資に対し、

毎年の平均融

資残高の年 2

.8%以 内に
相当する額

補正前に同じ。

千円

令和 4年度中
における総額

30億円の範
囲内の融資に

対し、毎年の

平均融資残高

の年 2.8%
以内に相当す

る額
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第 4表 地方債補正

起 債 の 目 的
補  正  前 補  正  後

限 度 額 起債の方法 利率 償還の方法 限 度 額
千円

1400248

起債の方法

補正前に同

じ。

利率

補正

前に

同じ。

償還の方法

補正前に同

じ。

公共施設等除去費 235
千円

000 債券発行又

は普通貸借

(借入先)

財務省、地

方公共団体

金融機構、

銀行その他

(借入時期)

令和 4年度9

ただし、工

事その他の

都合により、

その全部又

は一部を翌

年度に繰延

べ借入れす

ることがで

きる。

年利

50%

以内

(た

だし、

利率

見直

し方

式で

借 り

入れ

る資

金に

つい

て 、

利率

の見

直し

を行

つた

後に

おい

ては、

当該

見直

し後

の不可

率)

借入時期か

ら30年以内

において元

利均等、元

金均等又は

満期一括な

どの償還の

方法による。

ただし、本

県財政の都

合により、

繰上償還を

なし、又は

償還年限を

短縮し、若

しくは借換

えをするこ

とができる。

県庁舎跡地活用整備費 87,100 149,000

歴史文化施設等整備費 418,200 570,600

漁   港   費 1,793,400 2 860 500

漁 場 整 備 費 575,600 1,799,800

農  業  費 503)600 605,300

農   地   費 885,400 1,876,300

治  山  費 931,000 1,828,100

造  林  費 38 900 182,200

県民 の森整備 費 24,600 45 500

道 路 改 良 費 7,316,100 12,801,500

地方道路等整備費 924,700 1,840,300

都 市 再 生 費 8,800 18,000

河  川  費 2,323,400 3,808,500

砂   防   費 2,487,500 4 593 700

海   岸   費 90,000 136,200

港   湾   費 1,639,900 3,010,900

空   港   費 695,800 658,500

都 市 計 画 費 314,200 825,800

公 営住宅建設費 555,400 1,063,300

高等学校施設整備費 525,600 1,164,000

特別支援学軸 設劉隋費 349,400 350,800

警 察施設整備 費 100,300 157,900

交通安全施設整備費 321,400 398 900
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起 債 の 目 的
補  正  前 補  正  後

限 度 額 起債の方法 利率 償還の方法 限 度 額 起債の方法 利率 償還の方法

防災対策事業 費

千円

6,096,600 10 610
千円

600

計 50 029 900 72,392,600
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